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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年７月 19 日

支出負担行為担当官
北関東防衛局長 松田 尚久

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 72
 調達件名及び数量 横田飛行場周辺（元）
住宅戸数調査及び実績突合業務
 件名の特質等 入札説明書及び仕様書によ
る。

 履行場所 仕様書のとおり
 履行期間 契約締結日の翌日から令和２年
３月13日まで
 本件は、入札及び資料提出等を電子調達シ
ステムで行う案件である。ただし、電子調達
システムにより難い場合は、発注者の承諾を
得て紙入札方式に代えるものとする。
なお、紙入札方式の承諾に関しては北関東
防衛局総務部契約課に別紙様式１紙入札方式
参加承諾願を提出するものとする。
 入札方法
ア 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号。以下「予決令」という。）第79条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低の価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
イ 落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条の規定に基づいて作成された基準を
下回っている場合は、予決令第86条の調査
を行うので、協力しなければならない。
ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10％に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税等に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。（消費税を除
いた価格を入札書に記載する。）

２ 競争参加資格
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。なお、未成年者、被保佐人
又は被補助人であって、契約締結のために必
要な同意を得ている者は、同条中、特別の理
由がある場合に該当する。
 平成31・32・33年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は令和１・２・３年度
防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて「役務の提供等（調査・研究）又は（情
報処理）」の「Ｃ」以上の等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。
 個人情報の保護に関する要件
ア 個人情報を適正に管理できることを証明
できる者であること。

イ 地方防衛局及び東海防衛支局が発注した
委託業務において、個人情報の漏えい、流
出、紛失等が認められた者（個人情報の漏
えい、流出、紛失等が認められた他の者の
役員が所属する場合を含む。）にあっては、
一般財団法人日本情報経済社会推進協会の
プライバシーマーク使用許諾又は一般社団
法人情報マネジメントシステム認定セン
ターが認定する認証機関のＩＳＭＳ認証等
を得ていること。

 防衛省から指名停止等の措置を受けている
期間中の者でないこと。
 会社更生法、又は民事再生法による手続開
始（更生・再生）の申立てがなされている者
（再度級別の格付けを受けた者を除く。）でな
いこと。
 暴力団関係者の排除
ア 都道府県警察から暴力団関係業者として
防衛省が発注する工事等から排除するよう
要請があり、当該状態が継続している有資
格業者については、競争参加を認めない。
イ 入札後、契約を締結するまでの間に、都
道府県警察から暴力団関係業者として防衛
省が発注する工事等から排除するよう要請
があり、当該状態が継続している有資格業
者とは、契約を行わない。

３ 入札手続等
 担当部局 〒3309721 埼玉県さいたま市
中央区新都心２１ 北関東防衛局総務部契
約課契約審査第１係 ＴＥＬ0486001800
（内線2442又は2449）ＦＡＸ0486001842
 入札説明書等の交付期間等
ア 交付期間 令和元年７月19日から同年９
月６日まで
イ 交付場所
・電子入札 電子調達システム
https://www.geps.go.jp/

・紙入札 上記３に同じ。午前９時から
午後５時まで（行政機関の休日に関する
法律（昭和63年法律第91号）第１条第１
項に規定する行政機関の休日（以下「行
政機関の休日」という。）を除く。）の毎日。
ただし、正午から午後１時の間を除く。

 紙入札方式参加承諾願の提出期間等
ア 提出期間 令和元年７月19日から同年９
月６日まで（行政機関の休日を除く。）の毎
日、午前９時から午後５時まで。ただし、
正午から午後１時の間を除く。
イ 提出場所 上記３に同じ。
ウ 提出方法 持参により提出すること。
 別紙様式２「一般競争参加資格確認申請書」
及び競争参加資格確認資料の提出期間等
ア 電子調達システムによる場合
 提出期間 令和元年７月19日から同年
９月６日まで。ただし、最終日は午後５
時まで。
 提出方法 電子調達システムにより提
出する。

イ 紙入札方式による場合
 提出期間 令和元年７月19日から同年
９月６日まで（行政機関の休日を除く。）
の毎日、午前９時から午後５時まで。た
だし、正午から午後１時の間を除く。
 提出場所 上記３に同じ。
 提出方法 持参により提出すること。

 入札書の提出期間等
ア 電子調達システムによる場合
提出期間 令和元年９月19日午前９時か
ら午前10時まで
提出方法 電子調達システムにより提出
すること。

イ 紙入札方式による場合
提出期間 上記３アに同じ。
提出場所 北関東防衛局総務部契約課契
約第２係
提出方法 持参により提出すること。

 開札の日時及び場所
ア 日時 令和元年９月19日午前10時30分
イ 場所 北関東防衛局 ８階Ａ入札室 さ
いたま市中央区新都心２１さいたま新都
心合同庁舎２号館

 電子調達システムについての問い合わせ先
政府電子調達（ＧＥＰＳ）ホームページ
https://www.geps.go.jp/

 電子調達システムにおいて、システム障害
が発生した場合には、日時及び入札方法等を
変更する場合がある。

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting :

⒞ have Grade A, B, C or D of Selling

Tohoku area in terms of the qualifica‑

tions for participating in the tenders by

the Ministry of Land, Infrastructure and

Transport (Single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal year,

2019・2020・2021.
⒟ have registered with the relevant aut‑

horities, in accordance with the Pet‑

roleum Stockpiling Law (Law No. 55 of

2001), to initiate business of selling Pet‑

roleum Products.

⒠ The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

officials in charge of contract.

 Time limit for tender ; 15 : 00, 9, Septem‑

ber, 2019.

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electronic procurement system

https://www.geps.go.jp/ Electronic pro‑

curement system Help Desk TEL 0570
014889
 Contact point for the notice : Taishi

Hino, Bid Examination Section, Finance

Division, Finance and supply Department

2nd Regional Coast Guard Headquarters,

341 Teizandori, Shiogama‑city, Miyagi
9858507 Japan. TEL 0223630111 ext.
2225
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